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大学生のみなさんへ 福島県からのお知らせ

原子力損害賠償巡回法律相談のご案内

企画グループからのお知らせ

金融庁と財務局からのお知らせ

大卒等合同企業説明会を開催します

　平成27年３月新規大学などを卒業予定の方を対象に、

県内事業所の説明会を開催します。

■郡山会場

　○開 催 日：平成26年２月25日（火）

  　　　　　　県内事業所120社が参加予定

　○実施内容：職種・業界研究ゼミ（10時～11時）

　  　　　　　事業所ＰＲタイム（11時～12時）

　  　　　　　合同企業説明会（12時半～16時）

　○会　　場：ビッグパレットふくしま

　　　　　　  （郡山市南２－52）

　○主　　催：郡山新卒応援ハローワーク

　  　　　　　福島労働局（ハローワーク）

 問  郡山新卒応援ハローワーク　024-927-4633

■福島会場

　○開 催 日：平成26年３月13日（木）

  　　　　　　県内事業所80社が参加予定

　○実施内容：オリエンテーション（10時半～11時）

　  　　　　　事業所ＰＲタイム（11時～12時半）

　  　　　　　合同企業説明会（13時～16時）

　○会　　場：ウェディングエルティ

　　　　　　  （福島市野田町１－10－41）

　○主　　催：福島新卒応援ハローワーク

　  　　　　　福島労働局（ハローワーク）

 問  福島新卒応援ハローワーク　024-534-0466

県民健康管理調査　基本調査問診票
「簡易版」ができました！

　福島県と県立医科大学では、震災後４か月間の外部被

ばく線量を推計する基本調査について、この度、より記

入・回答しやすい問診票の「簡易版」を作成しました。

　この「簡易版」は、避難などの移動回数の少ない方が

ご利用いただけます。

　なお、「簡易版」は各市町村配布窓口で準備しており

ますので、お気軽にお申し出ください。

　基本調査の結果は、お一人お一人にお知らせいたしま

すので、皆さんの将来の健康管理のために、是非ご提出

ください。

 問  福島県立医科大学放射線

    医学県民健康管理センター

　　024-549-5130

お気軽にご相談ください

　福島県では、福島県弁護士会と連携し弁護士による対

面の法律相談を実施しています。相談料は、無料ですの

で、請求手続きについて不明な点などお気軽にご相談く

ださい。

　なお、事前予約制としておりますので、下記までご連

絡いただきますようお願いします。

○相 談 料：無料

○相談時間：30分（13時半～15時半の間に実施）

○実施場所：県内９市町

詳細な日程・場所については、広野町公式

ホームページをご覧ください。

 問  024-523-1501

写真提供のお願い

　町では、未曾有の震災を風化させずに後世に伝えるこ

と、将来の防災研究に役立てることを目的に、「広野町

東日本大震災の記録」を作成します。

　それにつきまして、広野町における東日本代震災時の

写真を募集します。

募集内容： 平成23年３月11日から２年以内に撮影された

広野町の被災状況、避難状況、または避難所

での生活状況が分かるもの

　お手持ちの写真、写真のデータを広野町役場へ郵送ま

たはお持ちください。

 問  企画グループ　0240-27-2114

　　広野町大字下北迫字苗代替35

福島財務事務所からのお知らせ 東北運輸局からのお知らせ

お気軽にお問い合わせください

「多重債務相談窓口」のご案内

　福島財務事務所では、借金を抱えお悩みの方々か　

らの相談に応じています。借金問題はさまざまな方法

で解決できます。お気軽にご相談ください。

「出前講座」のご案内

　福島財務事務所では、「なりすまし詐欺」などの金

融犯罪被害に巻き込まれないよう、日頃から注意して

いただきたい内容などを、わかりやすくご説明します。

講演料は無料ですので、お気軽にお問い合わせくださ

い。

 問  福島財務事務所　理財課　024-535-0303

自動車の登録・検査の
手続きはお早めに

　自動車の登録・検査手続きは、毎年３月に集中し、窓

口や車検場が大変混雑します。

　名義変更や住所変更、廃車、車検などの手続きは２月

中に行うなど、できるだけ早めに済ませていただくよう

お願いします。

 問  東北運輸局福島運輸支局（福島市吉倉字吉田54）

　　登録関係　050-5540-2015

　　検査関係　024-546-0342

東日本大震災により住めなくなった
家の住宅ローン、残っていませんか？

　「個人版私的整理ガイドライン」を利用することによ

り、住宅ローンなどの免除を受けることができます。

　「個人版私的整理ガイドライン」を利用するメリット

①　個人信用情報の登録などの不利益を回避できます。

②　国の補助により、弁護費用はかかりません。

③　手元に残せる現預金の上限が、500万円を目安に拡

　　張されています。

　　 （注）被災状況、生活状況などの個別事情により減

　　　　  額があり得ます。

　被災された方の生活再建を支援するための制度です。

まずはご相談を！

 問  個人版私的整理ガイドライン運営委員会

　　コールセンター　0120-380-883

　　福島支部　　　　024-526-0281


